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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　圧縮機、熱源機側熱交換器、絞り手段、および利用側熱交換器を冷媒配管で接続した冷
媒回路を備え、
　該冷媒回路を循環する旧冷媒が新冷媒に置換された後、前記圧縮機を駆動源として、前
記冷媒配管および前記利用側熱交換器に新冷媒を流して前記冷媒配管内の洗浄運転を行う
空気調和装置において、
　前記洗浄運転による洗浄時間を決定する制御手段と、
　記憶手段と
を備え、
　前記記憶手段は、
　前記旧冷媒に含まれる冷凍機油の動粘性係数と温度との関係の情報と、
　前記冷凍機油の動粘性係数に応じた、所定の配管長の配管内を洗浄するのに必要な洗浄
時間と冷媒の質量流束との関係の情報が、冷媒状態ごとに記憶され、
　前記制御手段は、
　前記新冷媒の冷媒温度および冷媒圧力に基づいて当該新冷媒の冷媒状態を推測し、
　単位時間当たりの冷媒循環量および前記冷媒配管の配管径に基づいて、前記新冷媒の質
量流束を求め、
　前記新冷媒の温度に基づいて前記冷凍機油の動粘性係数を求め、
　該冷凍機油の動粘性係数、前記冷媒配管の配管長、前記新冷媒の質量流束および冷媒状
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態をパラメータとし、前記記憶手段に記憶された情報に基づいて、前記洗浄運転による洗
浄時間を決定する
ことを特徴とする空気調和装置。
【請求項２】
　前記旧冷媒に含まれる冷凍機油の種類の選択情報を入力する選択手段を備え、
　前記記憶手段は、
　前記旧冷媒に含まれる冷凍機油の種類ごとに、前記冷凍機油の動粘性係数と温度との関
係の情報が記憶され、
　前記制御手段は、
　前記新冷媒の温度に基づいて、前記選択手段により選択された冷凍機油の動粘性係数を
求める
ことを特徴とする請求項１記載の空気調和装置。
【請求項３】
　前記圧縮機の吸入圧力を検出する圧力センサを備え、
　前記制御手段は、
　前記圧縮機の吸入圧力に基づき前記新冷媒の冷媒密度を推測し、
　前記新冷媒の冷媒密度と前記圧縮機の運転容量とに基づき、単位時間当たりの冷媒循環
量を推測し、
　該冷媒循環量を前記冷媒配管の配管径から求めた断面積で除することで、前記新冷媒の
質量流束を求める
ことを特徴とする請求項１又は２記載の空気調和装置。
【請求項４】
　前記制御手段は、
　前記圧縮機の吸入圧力と前記利用側熱交換器の飽和圧力との圧力差から、前記冷媒配管
の圧力損失を求め、
　該圧力損失と質量流束とに基づき、前記冷媒配管の配管長を推測する
ことを特徴とする請求項１～３の何れかに記載の空気調和装置。
【請求項５】
　前記利用側熱交換器を流れる冷媒の温度を検出する温度センサを備え、
　前記制御手段は、
　検出された前記新冷媒の飽和温度に基づいて、前記利用側熱交換器の飽和圧力を求める
ことを特徴とする請求項４記載の空気調和装置。
【請求項６】
　前記制御手段は、
　前記冷媒回路に封入されている前記新冷媒の冷媒量の情報および前記熱源機側熱交換器
の内容積の情報に基づき、前記冷媒配管の配管長を推測する
ことを特徴とする請求項１～５の何れかに記載の空気調和装置。
【請求項７】
　前記制御手段は、
　前記熱源機側熱交換器の内容積に洗浄運転時の適正冷媒密度を乗じて、前記熱源機側熱
交換器に存在する冷媒量を求め、
　前記冷媒回路に封入されている前記新冷媒の冷媒量から、前記熱源機側熱交換器に存在
する冷媒量を差し引いて、前記冷媒配管内に存在する冷媒量を求め、
　該冷媒配管内に存在する冷媒量を、当該冷媒配管内の冷媒密度で除して前記冷媒配管の
内容積を求め、
　該冷媒配管の内容積を当該冷媒配管の断面積で除することで、前記冷媒配管の配管長を
推測する
ことを特徴とする請求項６記載の空気調和装置。
【請求項８】
　前記制御手段は、
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　前記利用側熱交換器の熱交換器容量の情報から、前記冷媒配管の配管径または断面積を
求める
ことを特徴とする請求項１～７の何れかに記載の空気調和装置。
【請求項９】
　前記制御手段は、前記洗浄運転において、
　前記熱源機側熱交換器と前記利用側熱交換器との間に設けられた前記絞り手段の開度を
、通常運転時の開度より大きくし、前記利用側熱交換器から流出する前記新冷媒を気液二
相状態にする
ことを特徴とする請求項１～８の何れかに記載の空気調和装置。
【請求項１０】
　前記利用側熱交換器に空気を送風する利用側送風手段を備え、
　前記制御手段は、前記洗浄運転において、
　前記利用側送風手段の風量を、通常運転時の風量より低下させ、前記利用側熱交換器か
ら流出する前記新冷媒を気液二相状態にする
ことを特徴とする請求項１～９の何れかに記載の空気調和装置。
【請求項１１】
　前記制御手段は、前記洗浄運転において、
　前記圧縮機の運転容量を所定値以下に低下させ、前記利用側熱交換器から流出する前記
新冷媒を気液二相状態にする
ことを特徴とする請求項１～１０の何れかに記載の空気調和装置。
【請求項１２】
　前記利用側熱交換器を複数備え、
　前記冷媒回路は、前記冷媒配管の所定部分と前記利用側熱交換器とを接続した利用側冷
媒回路部分を並列に複数備え、
　前記制御手段は、前記洗浄運転において、
　前記複数の利用側冷媒回路部分を、前記冷媒配管の所定部分の合計断面積が所定の値以
下となるように、１または複数の組に分け、
　前記圧縮機を駆動源とし、前記複数の利用側冷媒回路部分を組ごとに選択して、各々前
記冷媒配管および前記利用側熱交換器に新冷媒を流して前記冷媒配管内に存在する冷凍機
油を洗浄する
ことを特徴とする請求項１～１１の何れかに記載の空気調和装置。
【請求項１３】
　前記制御手段は、
　前記利用側熱交換器の熱交換器容量の情報から、前記冷媒配管の所定部分の合計断面積
を推測する
ことを特徴とする請求項１２に記載の空気調和装置。
【請求項１４】
　圧縮機、熱源機側熱交換器、絞り手段、および利用側熱交換器を冷媒配管で接続した冷
媒回路を備え、該冷媒回路を循環する旧冷媒が新冷媒に置換された後、前記圧縮機を駆動
源として、前記冷媒配管および前記利用側熱交換器に新冷媒を流して前記冷媒配管内の洗
浄運転を行う空気調和装置の洗浄運転方法において、
　前記旧冷媒に含まれる冷凍機油の動粘性係数と温度との関係の情報と、
　前記冷凍機油の動粘性係数に応じた、所定の配管長の配管内を洗浄するのに必要な洗浄
時間と冷媒の質量流束との関係の情報が、冷媒状態ごとに記憶手段に記憶され、
　前記新冷媒の冷媒温度および冷媒圧力に基づいて当該新冷媒の冷媒状態を推測し、
　単位時間当たりの冷媒循環量および前記冷媒配管の配管径に基づいて、前記新冷媒の質
量流束を求め、
　前記新冷媒の温度に基づいて前記冷凍機油の動粘性係数を求め、
　該冷凍機油の動粘性係数、前記冷媒配管の配管長、前記新冷媒の質量流束および冷媒状
態をパラメータとし、前記記憶手段に記憶された情報に基づいて、前記洗浄運転による洗
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浄時間を決定する
ことを特徴とする空気調和装置の洗浄運転方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、冷媒回路を循環する旧冷媒が新冷媒に置換された後、冷媒配管内の洗浄運転
を行う空気調和装置、および空気調和装置の洗浄運転方法に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来から一般に用いられているセパレート形の空気調和装置（冷凍サイクル装置）では
、冷媒として、ＣＦＣ（クロロフルオロカーボン）やＨＣＦＣ（ハイドロクロロフルオロ
カーボン）が用いられてきたが、これらの分子に含まれる塩素が成層圏でオゾン層を破壊
するため、ＣＦＣは既に全廃され、ＨＣＦＣでも生産規制が開始されている。
【０００３】
　これらに替わって、分子に塩素を含まないＨＦＣ（ハイドロフルオロカーボン）を使用
する空気調和装置が実用化されている。ＣＦＣ・ＨＣＦＣを用いた空気調和装置が老朽化
した場合、これらの冷媒は全廃・生産規制されているため、ＨＦＣ（Ｒ４０７Ｃ、Ｒ４１
０Ａ等の冷媒）を用いた空気調和装置に入れ替える必要がある。また、熱源機は、ＨＦＣ
で使用する冷凍機油・有機材料・熱交換器がＣＦＣ、ＨＣＦＣとは異なるため、ＨＦＣ専
用のものと交換する必要があり、かつ元々ＣＦＣ・ＨＣＦＣ用の熱源機は老朽化している
ため交換する必要があるものであり、交換も比較的容易である。
【０００４】
　一方、熱源機と室内機を接続する第１の接続配管と第２の接続配管（冷媒配管）は、配
管長が長い場合や、パイプシャフトや天井裏などの建物に埋設されている場合には、新規
配管に交換することは困難で、しかも老朽化もしないため、ＣＦＣ・ＨＣＦＣを用いた空
気調和装置で使用していた第１の接続配管と第２の接続配管をそのまま使用できれば、配
管工事が簡略化できる。さらに、室内機についても建物の中に数多く設置されている場合
には新規に交換することは困難なため、ＣＦＣ・ＨＣＦＣを用いた空気調和装置で使用し
ていた室内機を使用することで、室内機の交換工事を省略できる。
【０００５】
　しかし、ＣＦＣ・ＨＣＦＣを用いた空気調和装置で使用していた室内機、第１の接続配
管と第２の接続配管には、ＣＦＣ・ＨＣＦＣを用いた空気調和装置の冷凍機油である鉱油
やＣＦＣ・ＨＣＦＣや冷凍機油の劣化物がスラッジとなったものが残留している。
【０００６】
　ＨＦＣを用いた空気調和装置の冷凍機油（エステル油やエーテル油などの合成油）に鉱
油が一定以上混入すると、ＨＦＣ冷媒との相溶性が失われ、アキュムレータに液冷媒が溜
まっている場合にＨＦＣ用冷凍機油が液冷媒の上に分離・浮遊するため、アキュムレータ
の下部にある返油穴から圧縮機へ冷凍機油が戻らず圧縮機の摺動部が焼き付く。また、鉱
油が混入するとＨＦＣ用冷凍機油が劣化する。また、ＣＦＣ・ＨＣＦＣが混入するとこれ
らに含まれる塩素成分によりＨＦＣ用冷凍機油が劣化する。また、ＣＦＣ・ＨＣＦＣ用冷
凍機油の劣化物がスラッジとなったものに含まれる塩素成分によりＨＦＣ用冷凍機油が劣
化する。
【０００７】
　このため、従来はＣＦＣやＨＣＦＣを用いた空気調和装置で使用していた第１の接続配
管と第２の接続配管を、既設の空気調和装置について、熱源機を新規に交換し、あるいは
熱源機と室内機を新規に交換し、室内機と熱源機とを接続する接続配管を交換しないで、
熱源機側の冷媒配管に接続配管に流通する冷媒から異物を捕捉する手段を設ける。あるい
は、他のバイパス路を設けて冷媒中の冷凍機油を分離するなどして、また、複数台の室内
機が並列に接続されている場合、洗浄に必要な十分な液量を確保するために接続配管径も
しくは接続配管長が実質的に同じものを組とし、組ごとに配管洗浄を行う配管洗浄運転を
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した後に、通常運転をすることが提案されている（例えば特許文献１参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２００２－１０７０１１号公報（要約、図１）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　しかし、従来の洗浄運転の洗浄時間に関しては設置条件や室内、室外の空気温度などの
環境条件等は考慮されていない。このため、室内機が複数台並列接続された場合や各室内
機の接続配管の長さが長い場合、あるいは冬期に洗浄を行うなどの熱源機の周囲温度が低
い場合はＨＦＣ冷媒が熱源機側熱交換器で凝縮してしまうため、洗浄に必要な流量が出せ
なくなり、その結果、洗浄性能が悪化し、洗浄時間が多大に要する。そこで、従来の洗浄
運転においては、確実に洗浄するため、最も洗浄性能が低くなる運転条件での必要最大洗
浄時間をもって洗浄運転時間を規定していた。したがって、接続配管長が短い場合は殆ど
鉱油（冷凍機油等）が残留していないにもかかわらず、必要以上の洗浄を行うことで、洗
浄工程の時間に多大な時間を要し、空気調和装置の冷媒更新に時間がかかる、という問題
点があった。
【００１０】
　この発明は、上記のような課題を解決するためになされたもので、冷媒回路を循環する
旧冷媒が新冷媒に置換された後の洗浄運転において、空気調和装置の設置条件や運転状態
に応じて、洗浄時間を決定することができる空気調和装置、および空気調和装置の洗浄運
転方法を得るものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　本発明に係る空気調和装置は、圧縮機、熱源機側熱交換器、絞り手段、および利用側熱
交換器を冷媒配管で接続した冷媒回路を備え、該冷媒回路を循環する旧冷媒が新冷媒に置
換された後、前記圧縮機を駆動源として、前記冷媒配管および前記利用側熱交換器に新冷
媒を流して前記冷媒配管内の洗浄運転を行う空気調和装置において、前記洗浄運転による
洗浄時間を決定する制御手段と、記憶手段とを備え、前記記憶手段は、前記旧冷媒に含ま
れる冷凍機油の動粘性係数と温度との関係の情報と、前記冷凍機油の動粘性係数に応じた
、所定の配管長の配管内を洗浄するのに必要な洗浄時間と冷媒の質量流束との関係の情報
が、冷媒状態ごとに記憶され、前記制御手段は、前記新冷媒の冷媒温度および冷媒圧力に
基づいて当該新冷媒の冷媒状態を推測し、単位時間当たりの冷媒循環量および前記冷媒配
管の配管径に基づいて、前記新冷媒の質量流束を求め、前記新冷媒の温度に基づいて前記
冷凍機油の動粘性係数を求め、該冷凍機油の動粘性係数、前記冷媒配管の配管長、前記新
冷媒の質量流束および冷媒状態をパラメータとし、前記記憶手段に記憶された情報に基づ
いて、前記洗浄運転による洗浄時間を決定するものである。
【００１２】
　本発明に係る空気調和装置の洗浄運転方法は、圧縮機、熱源機側熱交換器、絞り手段、
および利用側熱交換器を冷媒配管で接続した冷媒回路を備え、該冷媒回路を循環する旧冷
媒が新冷媒に置換された後、前記圧縮機を駆動源として、前記冷媒配管および前記利用側
熱交換器に新冷媒を流して前記冷媒配管内の洗浄運転を行う空気調和装置の洗浄運転方法
において、前記旧冷媒に含まれる冷凍機油の動粘性係数と温度との関係の情報と、前記冷
凍機油の動粘性係数に応じた、所定の配管長の配管内を洗浄するのに必要な洗浄時間と冷
媒の質量流束との関係の情報が、冷媒状態ごとに記憶手段に記憶され、前記新冷媒の冷媒
温度および冷媒圧力に基づいて当該新冷媒の冷媒状態を推測し、単位時間当たりの冷媒循
環量および前記冷媒配管の配管径に基づいて、前記新冷媒の質量流束を求め、前記新冷媒
の温度に基づいて前記冷凍機油の動粘性係数を求め、該冷凍機油の動粘性係数、前記冷媒
配管の配管長、前記新冷媒の質量流束および冷媒状態をパラメータとし、前記記憶手段に
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記憶された情報に基づいて、前記洗浄運転による洗浄時間を決定するものである。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明は、冷媒配管の配管径、冷媒配管の配管長、新冷媒の質量流束、新冷媒の冷媒温
度、新冷媒の冷媒圧力のうち少なくとも１つを含む特徴量に基づいて、洗浄運転による洗
浄時間を決定する。このため、空気調和装置の設置条件や運転状態に応じて、洗浄時間を
決定することができる。よって、過度の洗浄運転を行う必要が無くなり、短時間で洗浄運
転を終了することができ、空気調和装置の更新を迅速に行うことができる。
【図面の簡単な説明】
【００１４】
【図１】この発明の実施の形態１に係る空気調和装置の冷媒回路を示す図である。
【図２】ＨＦＣ用冷凍機油に塩素が混入している場合（１７５℃）の劣化の時間変化を示
す図である。
【図３】冷媒状態（気相冷媒、液または気液二相冷媒）、鉱油動粘性係数、質量流束の違
いによる必要洗浄時間の関係を示す図である。
【図４】鉱油温度と鉱油の動粘性係数を示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
実施の形態１．
　以下、図面を参照してこの発明の実施の形態について説明する。なお、各図中、同一ま
たは相当する部分については、同一符号を付してその説明を適宜省略または簡略化する。
【００１６】
　図１は、この発明の実施の形態１に係る空気調和装置の冷媒回路を示す図である。図１
において、Ａは熱源機であり、圧縮機１、四方弁２、熱源機側熱交換器３、第１の操作弁
４、第２の操作弁７、アキュムレータ８、油分離器９、および異物捕捉手段１３を内蔵し
ている。また、３１は圧縮機１の吐出冷媒の圧力を検出する高圧圧力センサであり、３２
は圧縮機１の吸入冷媒の圧力を検出する低圧圧力センサである。
　なお、「低圧圧力センサ３２」は、本発明における「圧力センサ」に相当する。
【００１７】
　油分離器９は、圧縮機１の吐出配管に設けられ、圧縮機１から冷媒とともに吐出される
冷凍機油を分離する。異物捕捉手段１３は、四方弁２とアキュムレータ８の間に設けられ
ている。９ａは油分離器９の底部より端を発し、異物捕捉手段１３の出口下流の冷媒配管
に至るバイパス路である。また、アキュムレータ８のＵ字管状の流出配管の下部には返油
穴８ａが設けられている。
【００１８】
　Ｂｉはｉ番目の室内機であり、絞り手段５ｉ、利用側熱交換器６ｉ、および利用側熱交
換器６ｉを流れる冷媒の飽和温度を検出する温度センサ２１ｉを備えている。
【００１９】
　Ｃは、第１の接続配管であり、その一端は第１の操作弁４を介して熱源機側熱交換器３
と接続され、他の一端は、第１の接続配管の分岐配管Ｃｉを介してｉ番目の絞り手段５ｉ
と接続されている。Ｄは、第２の接続配管であり、その一端は第２の操作弁７を介して四
方弁２と接続され、他の一端は第２の接続配管の分岐配管Ｄｉを介して利用側熱交換器６
ｉと接続されている。
　なお、「第１の接続配管Ｃ」および「第２の接続配管Ｄ」は、本発明における「冷媒配
管」に相当する。
【００２０】
　熱源機Ａと室内機Ｂは離れた場所に設置され、第１の接続配管Ｃ、第２の接続配管Ｄに
より接続されて、冷凍サイクルを形成する。なお、この空気調和装置は冷媒としてＨＦＣ
（以下適宜、新冷媒と称する）を使うものである。
【００２１】
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　図１に示す冷媒回路は、室内機Ｂｉを複数台並列に備えている。第１の接続配管Ｃは、
それぞれの室内機Ｂｉに冷媒を流通させるための分岐配管Ｃｉを部分として有している。
第２の接続配管Ｄも同様である。第１の接続配管Ｃの所定部分（分岐配管Ｃｉ）と利用側
熱交換器６と第２の接続配管Ｄの所定部分（分岐配管Ｄｉ）との接続を利用側冷媒回路部
分と称することにすると、図１に示す冷媒回路は、この利用側冷媒回路部分を並列に複数
備えている。表現を変えれば、利用側熱交換器６とこの利用側熱交換器６に接続された第
１および第２の接続配管の所定部分（分岐配管Ｃｉ、Ｄｉ）を含む利用側冷媒回路部分を
複数並列に備えている。なお、この明細書において、複数の利用側冷媒回路部分を構成す
る各要素（例えば室内機）を総称して符号で示すときは添字なしで（例えば室内機Ｂ）、
任意のものあるいは特定のものを指すときはｉを添字にして（例えば室内機Ｂｉ）表すこ
ととする。
【００２２】
　また、制御手段１００は、空気調和装置の動作を統括制御する。制御手段１００は、マ
イコン等で構成されており、各種検出手段での検出情報およびリモコン等からの指示に基
づいて、圧縮機１の駆動周波数、送風手段の回転数（ＯＮ／ＯＦＦ含む）、四方弁２の切
り替え、絞り手段５ｉの開度等を制御し、空気調和を行う通常運転や、後述する洗浄運転
を実行する。また、制御手段１００は、第１の接続配管Ｃおよび第２の接続配管Ｄの配管
径、第１の接続配管Ｃおよび第２の接続配管Ｄの配管長、新冷媒の質量流束、新冷媒の冷
媒温度、新冷媒の冷媒圧力のうち少なくとも１つを含む特徴量に基づいて、洗浄運転によ
る洗浄時間を決定する。詳細は後述する。
【００２３】
　さらに、制御手段１１０には、所定の配管長の冷媒配管（接続配管）内を洗浄するのに
必要な洗浄時間と冷媒の質量流束との関係の情報が、冷媒状態（気相冷媒、液または気液
二相冷媒）ごとに記憶されている。
【００２４】
《熱源機Ａおよび室内機Ｂ交換の手順》
　次に、ＣＦＣ、ＨＣＦＣ（旧冷媒）を使った空気調和装置が老朽化した場合の熱源機Ａ
および室内機Ｂ交換の手順を示す。既存の空気調和装置からＣＦＣまたはＨＣＦＣを回収
し、熱源機Ａと室内機Ｂを図１に示すＨＦＣ（新冷媒）を用いるものに交換する。第１の
接続配管Ｃと第２の接続配管Ｄは、ＨＣＦＣを使った空気調和装置のものを再利用する。
そして、図１に示す冷媒回路を形成する。
【００２５】
　熱源機Ａには予めＨＦＣ（新冷媒）が充填されているので、第１の操作弁４と第２の操
作弁７は閉じたまま、室内機Ｂ、第１の接続配管Ｃ、第２の接続配管Ｄを接続状態で真空
引きをし、その後第１の操作弁４と第２の操作弁７の開弁とＨＦＣの追加充填を実施する
。その後、まず洗浄運転を実施し、その後通常の空調運転を実施する。
【００２６】
《洗浄運転方法》
　次に、洗浄運転の内容を図１に添って説明する。図中、実線矢印が冷房運転の流れを、
破線矢印が暖房運転の流れを示す。
【００２７】
≪冷房洗浄運転≫
　まず、冷房時の洗浄運転の流れを説明する。洗浄運転開始前に、各室内機Ｂｉに設けら
れた制御基板上のマイコンにより各室内機Ｂｉの容量が分かり、その容量で各利用側冷媒
回路部分の接続配管径がおおよそ予想でき、それぞれｉ番目の利用側冷媒回路部分に接続
された配管径が一意的に求められる。ここで、求められた各室内機Ｂｉの利用側冷媒回路
部分の配管径により配管断面積の合計が所定の値以下のものを組として一纏めにして、そ
の中の１組を選択する。選択された組以外の室内機Ｂｉの絞り手段５ｉを閉止して洗浄運
転を開始する。
【００２８】
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　上記のように、各室内機Ｂｉに接続された複数の利用側冷媒回路部分の接続配管の合計
断面積が所定の値以下となるように、複数の利用側冷媒回路部分を１または複数の組に分
ける。そして組ごとに冷媒を流通させて洗浄運転をする。このようにすれば、同時に冷媒
を流通させている複数の利用側冷媒回路部分の冷媒の質量流束を所定の値以上に維持する
ことができる。
【００２９】
　さて、圧縮機１で圧縮された高温高圧のガス冷媒は、ＨＦＣ用冷凍機油と共に圧縮機１
を吐出され、油分離器９へ流入する。ここで、ＨＦＣ用冷凍機油は完全に分離され、ガス
冷媒のみが四方弁２を経て、熱源機側熱交換器３へと流入し、ここで空気・水など熱源媒
体と熱交換して凝縮液化する。凝縮液化した冷媒は、第１の操作弁４を経て、第１の接続
配管Ｃに流入する。
【００３０】
　ＨＦＣの液冷媒が第１の接続配管Ｃを流れるときに、第１の接続配管Ｃに残留している
ＣＦＣ・ＨＣＦＣ・鉱油・鉱油劣化物（以下残留異物と称する）を少しずつ洗浄してＨＦ
Ｃの液冷媒と共に流れ、選択された各室内機Ｂｉの絞り手段５ｉへ流入し、ここで低圧ま
で減圧されて低圧二相状態となり、利用側熱交換器６ｉでファンなどの利用側送風手段（
図示せず）によって送出される空気などの利用媒体と熱交換して蒸発・ガス化する。
【００３１】
　蒸発・ガス化した冷媒は、第１の接続配管Ｃおよびその分岐配管Ｃｉの残留異物ととも
に第２の接続配管Ｄ、分岐配管Ｄｉに流入する。第２の接続配管Ｄ、分岐配管Ｄｉに残留
している残留異物は、ここを流れる冷媒がガス状のため、配管内面に付着した残留異物の
一部は、ガス冷媒中にミスト状になって流れるが、大半の液状残留異物はガス・液境界面
に発生するせん断力によりガス冷媒に引きずられる形で、配管内面を環状に流れるため、
洗浄時間は第１の接続配管Ｃ、分岐配管Ｃｉよりは遅いが、確実に洗浄される。
【００３２】
　その後、蒸発・ガス化した気液二相状態の冷媒は、第１の接続配管Ｃ、その分岐配管Ｃ
ｉの残留異物と第２の接続配管Ｄ、分岐配管Ｄｉの残留異物と共に、第２の操作弁７、四
方弁２を経て異物捕捉手段１３へ流入する。残留異物は、沸点の違いにより相が異なり、
固体異物・液体異物・気体異物の３種類に分類される。
【００３３】
　異物捕捉手段１３では、固体異物と液体異物は完全にガス冷媒と分離され捕捉される。
気体異物はその一部が捕捉され、一部は捕捉されない。その後、ガス冷媒は、異物捕捉手
段１３で捕捉されなかった気体異物と共にアキュムレータ８を経て圧縮機１に戻る。この
ような洗浄運転を他の組についても行い、室内機Ｂｉすべてについて同様の操作を行う。
【００３４】
　なお、冷房運転時の冷媒回路、すなわち、圧縮機１から熱源機側熱交換器３と絞り手段
５ｉと利用側熱交換器６ｉとアキュムレータ８とを順次に経て再び圧縮機に戻る冷媒回路
を、本明細書では、第１の冷媒回路とする。
【００３５】
　油分離器９で、ガス冷媒と完全に分離されたＨＦＣ用冷凍機油は、バイパス路９ａを経
て、異物捕捉手段１３の下流で本流と合流して、圧縮機１に戻るので、第１の接続配管Ｃ
や第２の接続配管Ｄに残留していた鉱油と混ざることはなく、ＨＦＣ用冷凍機油はＨＦＣ
に対して非相溶化することはなく、またＨＦＣ用冷凍機油は鉱油により劣化することはな
い。
【００３６】
　また、固形異物もＨＦＣ用冷凍機油と混合することはなく、ＨＦＣ用冷凍機油を劣化し
ない。また、気体異物はＨＦＣ冷媒が冷媒回路を１サイクル循環して、異物捕捉手段１３
を１回通る間には一部が捕捉されるだけで、ＨＦＣ用冷凍機油と気体異物は混合されるが
、ＨＦＣ用冷凍機油の劣化は化学反応で、急激には進まない。
【００３７】
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　その劣化の一例を図２に示す。図２は、ＨＦＣ用冷凍機油に塩素が混入している場合（
１７５℃）の劣化の時間変化を示す図である。図２において、横軸は時間（ｈｒ）、縦軸
は全酸化（ｍｇＫＯＨ／ｇ）を示す。異物捕捉手段を１回通る間に捕捉されなかった気体
異物は、ＨＦＣ冷媒の循環と共に何回も異物捕捉手段１３を通るので、ＨＦＣ用冷凍機油
が劣化するよりも遅く、異物捕捉手段１３で捕捉すれば良い。
【００３８】
《暖房洗浄運転》
　次に暖房時の洗浄運転の流れを説明する。各室内機Ｂｉの配管径により接続配管の合計
断面積が所定の値以下となるような組を一纏めにして、その中の１組を選択する。選択さ
れた組以外の室内機Ｂｉの絞り手段を閉止して洗浄運転を開始する。
【００３９】
　さて、圧縮機１で圧縮された高温高圧のガス冷媒はＨＦＣ用冷凍機油と共に圧縮機１を
吐出され、油分離器９へ流入する。ここで、ＨＦＣ用冷凍機油は完全に分離され、ガス冷
媒のみが四方弁２、第２の操作弁７を経て第２の接続配管Ｄへ流入する。
【００４０】
　第２の接続配管Ｄに残留している残留異物は、ここを流れる冷媒がガス状のため、配管
内面に付着した残留異物の一部は、ガス冷媒中にミスト状になって流れるが、大半の液状
残留異物はガス・液境界面に発生するせん断力によりガス冷媒に引きずられる形で、配管
内面を環状に流れるため、洗浄時間は第１の接続配管Ｃよりは遅いが、確実に洗浄される
。
【００４１】
　その後、ガス冷媒は、第２の接続配管Ｄの残留異物と共に、選択された各室内機Ｂｉの
利用側熱交換器６ｉへと流入し、ここで空気など利用側媒体と熱交換して完全に凝縮液化
する。凝縮液化した冷媒は絞り手段５ｉへ流入し、ここで低圧まで減圧されて低圧二相状
態となり、第１の接続配管Ｃに流入する。流入した冷媒は気液二相状態のため、流速も速
く、かつ液冷媒と共に、残留異物は洗浄され、冷房運転時の第１の接続配管Ｃより速い速
度で洗浄される。
【００４２】
　第２の接続配管Ｄ、分岐配管Ｄｉおよび第１の接続配管Ｃ、分岐配管Ｃｉから洗浄され
た異物と共に、気液二相状態の冷媒は、第１の操作弁４を経て、熱源機側熱交換器３で空
気・水などの熱源媒体と熱交換して蒸発・ガス化する。蒸発・ガス化した冷媒は、四方弁
２を経て異物捕捉手段１３へ流入する。
【００４３】
　残留異物は、沸点の違いにより相が異なり、固体異物・液体異物・気体異物の３種類に
分類される。異物捕捉手段１３では、固体異物と液体異物は完全にガス冷媒と分離され捕
捉される。気体異物はその一部が捕捉され、一部は捕捉されない。その後、ガス冷媒は、
異物捕捉手段１３で捕捉されなかった気体異物と共にアキュムレータ８を経て圧縮機１へ
戻る。
【００４４】
　このような洗浄運転を他の組についても行い、室内機Ｂｉすべてについて同様の操作を
行う。
【００４５】
　なお、暖房時の洗浄運転の冷媒回路、すなわち、圧縮機１から利用側熱交換器６ｉと絞
り手段５ｉと熱源機側熱交換器３とアキュムレータ８とを順次に経て再び圧縮機に戻る冷
媒回路を、本明細書では、第２の冷媒回路とする。
【００４６】
　油分離器９で、ガス冷媒と完全に分離されたＨＦＣ用冷凍機油は、バイパス路９ａを経
て、異物捕捉手段１３の下流で本流と合流して、圧縮機１に戻るので、第１の接続配管Ｃ
や第２の接続配管Ｄに残留していた鉱油と混ざることはなく、ＨＦＣ用冷凍機油はＨＦＣ
に対して非相溶化することはなく、またＨＦＣ用冷凍機油は鉱油により劣化することはな



(10) JP 5063670 B2 2012.10.31

10

20

30

40

50

い。
【００４７】
　また、固形異物もＨＦＣ用冷凍機油と混合することはなく、ＨＦＣ用冷凍機油を劣化し
ない。また、気体異物はＨＦＣ冷媒が冷媒回路を１サイクル循環して、異物捕捉手段１３
を１回通る間には一部が捕捉されるだけで、ＨＦＣ用冷凍機油と気体異物は混合されるが
、ＨＦＣ用冷凍機油の劣化は化学反応で、急激には進まない。その劣化の一例を図２に示
す。異物捕捉手段を１回通る間に捕捉されなかった気体異物は、ＨＦＣ冷媒の循環と共に
何回も異物捕捉手段１３を通るので、ＨＦＣ用冷凍機油が劣化するよりも遅く、異物捕捉
手段１３で捕捉すれば良い。
【００４８】
　以上のように、油分離器９と異物捕捉手段１３を熱源機Ａに内蔵し、さらに第１の接続
配管Ｃと各室内機Ｂｉの間に絞り手段５ｉを設け、熱源機Ａと室内機Ｂのみを新規に交換
し、第１の接続配管Ｃと第２の接続配管Ｄを交換しないで、老朽化したＣＦＣ、ＨＣＦＣ
を用いた空気調和装置を新しいＨＦＣを用いた空気調和装置に入れ替えることができる。
【００４９】
　この実施の形態では、熱源機側熱交換器３と直列または並列に氷蓄熱槽や水蓄熱槽（湯
を含む）が設置されても同様の効果を奏することは明らかである。また、熱源機Ａが複数
台並列に接続された空気調和装置においても同様の効果を奏することは明らかである。ま
た、空気調和装置に限らず、蒸気圧縮式の冷凍サイクル応用品で、熱源機側熱交換器３が
内蔵されたユニットと利用側熱交換器６が内蔵されたユニットが離れて設置されるもので
あれば、同様の効果を奏することは明らかである。
【００５０】
《洗浄運転の制御方法》
　次に、この実施の形態１に係る空気調和装置について、冷媒置換後の洗浄運転の制御方
法について説明する。
【００５１】
（１）冷房時の洗浄運転の制御方法
　実施の形態１の空気調和装置の冷房時の洗浄運転の洗浄制御方法としては、ＣＦＣやＨ
ＣＦＣ等（旧冷媒）を使った空気調和装置（冷媒回路）の熱源機Ａおよび室内機Ｂを、Ｈ
ＦＣ（新冷媒）を用いたものと置換し、さらにＨＦＣを追加充填した後、冷房運転を実施
する。この洗浄運転の制御方法では、選択された室内機Ｂｉについて、図１の実線矢印の
ように、圧縮機１を駆動源として、冷媒を圧縮機１から熱源機側熱交換器３を経て、第１
の接続配管Ｃ、分岐配管Ｃｉに通し、絞り手段５と利用側熱交換器６を経て、分岐配管Ｄ
ｉ、第２の接続配管Ｄへ通し、さらに異物捕捉手段１３とアキュムレータ８を経て圧縮機
１へと流して洗浄する。さらに、同様の操作を他の組の室内機Ｂｉについて行う。
【００５２】
　上記のように、室内機Ｂｉが複数台並列接続された場合には、各室内機Ｂｉに分岐する
分岐配管Ｃｉ、Ｄｉで、配管の合計断面積が増加するため、１つの室内機Ｂｉあたりの質
量流束が低下し、洗浄に十分な質量流束が確保されないということが発生し得る。
【００５３】
　そこで、各室内機Ｂｉのうち、接続配管径の各組から選択された室内機Ｂｉ以外の室内
機Ｂｉの絞り手段５ｉを閉止すると、選択された室内機Ｂｉの配管に冷媒が流れるので、
その室内機Ｂｉには十分な質量流束の冷媒が確保される。他の組の絞り手段５ｉについて
も同様に室内機Ｂｉごとに順次開弁していくことで、すべての室内機Ｂｉに洗浄に十分な
質量流束の冷媒が確保されることになり、第１の接続配管Ｃおよび第２の接続配管Ｄの鉱
油は十分に洗浄される。さらに、第１、第２の接続配管のｉ番目の分岐配管Ｃｉ、Ｄｉの
残留異物のばらつきも無くなり、洗浄時間も短くなる。
【００５４】
　ここで、質量流束と洗浄時間との関係について説明する。図３は、冷媒状態（気相冷媒
、液または気液二相冷媒）、鉱油動粘性係数、質量流束の違いによる必要洗浄時間の関係
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を示す図である。図３においては、ＨＦＣ冷媒の一種であるＲ４１０Ａが気相の冷媒状態
と液または気液二相の冷媒状態とで、ある所定の長さの配管内の鉱油を洗浄した場合、質
量流束と配管内の鉱油残留が無くなるのに必要な洗浄時間（以下、必要洗浄時間と称する
）との関係を示している。この図３から分かるように、気相の冷媒状態に比較し、液また
は気液二相の冷媒状態の方が、洗浄効果が高く、また、質量流束が高いほど洗浄効果が高
いことが示されている。なお、当然、必要洗浄時間は配管長が長いほど増加する。
【００５５】
　また、鉱油の動粘性係数も、洗浄効果へ影響しており、図３に示すように、動粘性係数
が低いほど必要洗浄時間が短くなる。図４は、鉱油温度と鉱油の動粘性係数を示す図であ
る。図４に示すように、鉱油の温度が高いほど動粘性係数は低下する。このため、冷媒の
温度が高いほど、鉱油の温度が高くなり鉱油の動粘性係数が低下し、冷媒に引きずられ易
くなり、洗浄効果が高くなる。
【００５６】
　したがって、接続配管に、気液二相冷媒を流すことにより、気相の冷媒による洗浄の場
合に比べて、洗浄時間を短くすることができる。また、冷媒の温度を上昇させることによ
り洗浄能力を向上させることができる。
【００５７】
　このようなことから洗浄運転においては、通常運転時よりも絞り手段５ｉの開度を間欠
的に通常より大きく設定する。すなわち、室内機Ｂｉの膨張率を通常時より低下させると
、絞り手段５ｉを流通して室内機Ｂｉに流入する液冷媒の冷媒量が増大する。このため、
利用側熱交換器６ｉを流通した冷媒は、一部に蒸発しなかった液冷媒を含んだ気液二相状
態（湿り状態）となり、この気液二相状態の冷媒が第２の接続配管Ｄを通って異物捕捉手
段１３に流入する。
【００５８】
　上記冷媒循環により、第２の接続配管には、気液二相冷媒が流れることで洗浄時間を短
くすることができる。また、絞り手段５ｉの開度増加により、蒸発温度が上昇し、鉱油の
動粘性係数が低下する効果もある。このため、第２の接続配管および第１の接続配管内に
残留する旧冷媒用の冷凍機油が、湿り状態の冷媒によって引きずられ、結果、気相の冷媒
による洗浄の場合に比べて、配管洗浄能力を向上させることができる。
【００５９】
　なお、第２の接続配管Ｄを気液二相冷媒にする方法はこれに限らず、利用側熱交換器６
ｉのファンなどの利用側送風手段（図示せず）の風量を、間欠的に通常運転時よりも低下
させるようにしても良い。その場合、室内空気が利用側熱交換器６ｉに送り込まれないの
で、利用側熱交換器６ｉでの冷媒の蒸発量が減少し、冷媒を確実に湿り状態にすることが
できる。
【００６０】
　また、圧縮機１の運転容量を所定値以下に低下させるようにしても良い。例えば圧縮機
１の駆動周波数を通常運転時における周波数より間欠的に低減させるようにする。この場
合、圧縮機１に吸入される冷媒量が減少し、見かけ上、利用側熱交換器６ｉにおける冷媒
量が増大するので、絞り手段５ｉの開度を調節した場合と同様の作用により冷媒を気液二
相冷媒にすることができる。
【００６１】
（洗浄運転時間の決定方法）
　図３に示したように、必要洗浄運転時間は、質量流束、冷媒の状態（液相または気液二
相冷媒あるいは気相冷媒）、鉱油の動粘性係数によって変化する。また、冷媒配管（第１
の接続配管Ｃおよび第２の接続配管Ｄ）の配管長が長いほど必要洗浄時間が増加する。本
実施の形態における空気調和装置の制御手段１００は、これらの特徴量をパラメータとし
て洗浄運転における洗浄時間を決定する。以下、必要洗浄運転時間の決定方法について説
明する。
【００６２】
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　制御手段１００は、第１の接続配管Ｃおよび第２の接続配管Ｄの配管長、洗浄運転時の
新冷媒の質量流束および冷媒状態を求める。そして、これらの特徴量をパラメータとし、
制御手段１１０に予め記憶された、冷媒状態ごとの、質量流束と必要洗浄時間との関係の
情報に基づいて、洗浄運転による洗浄時間を決定する。各特徴量は以下により求める。
【００６３】
［質量流束］
　質量流束［ｋｇ／ｍ2ｓ］は、単位時間当たりの冷媒循環量［ｋｇ／ｓ］を配管断面積
［ｍ2］で除することで、それぞれの接続配管を流れる新冷媒の質量流束を演算できる。
なお、冷媒循環量［ｋｇ／ｓ］は、圧縮機１の吸入部の低圧圧力センサ３２から冷媒密度
を推測し、圧縮機の運転周波数［Ｈｚ］と圧縮機１の押しのけ量［ｍ3］から推測できる
。また、熱源機Ａと接続する第１の接続配管Ｃと第２の接続配管Ｄは、熱源機Ａより一意
に決まるため、それぞれの配管仕様から配管断面積が決定される。
【００６４】
　同様に、各室内機Ｂｉのそれぞれの分岐配管Ｃｉ、分岐配管Ｄｉを流れる冷媒の質量流
束は、冷媒循環量を各利用側冷媒回路部分の接続配管の断面積で除することで演算できる
。なお、各室内機Ｂｉに設けられた制御基板上のマイコンにより、各室内機Ｂｉの容量が
分かり、その容量で各利用側冷媒回路部分の接続配管径が予想でき、この配管径からそれ
ぞれｉ番目の利用側冷媒回路部分に接続された配管の断面積が求められる。
【００６５】
［冷媒状態］
　配管内を流れる冷媒の冷媒状態（気相、液相、気液二相状態）は、それぞれの配管部位
での冷媒の圧力と温度を検出することによって推測可能である。例えば、第１の接続配管
Ｃおよび第２の接続配管Ｄに、それぞれ配管内を流れる冷媒の温度、圧力を検出するセン
サを設けて検出する。
【００６６】
［配管長］
　既設の空気調和装置の配管（第１の接続配管Ｃおよび第２の接続配管Ｄ）を再利用する
場合、既設の空気調和装置の配管が埋設されている場合には配管長を容易に推測すること
ができない。そこで、制御手段１００は、以下の演算により配管長を推測する。まず、利
用側熱交換器６ｉの飽和温度を温度センサ２１ｉにて検出し、圧縮機１吸入の圧力を低圧
圧力センサ３２で検出する。そして、温度センサ２１ｉの値を飽和圧力に換算し、両方の
圧力差から、第２の接続配管Ｄおよび分岐配管Ｄｉを含めた配管部分の圧力損失を求める
。そして、圧力損失は質量流束の２乗に比例し、配管長に比例する特徴を利用し、求めた
圧力損失と上述した圧縮機１の運転容量から求まる質量流束とから、配管長を推測するこ
とができる。
【００６７】
　あるいは、空気調和装置の冷媒回路に封入されている冷媒量が分かれば、封入冷媒量の
情報から配管長を推測しても良い。ここで、冷媒封入量から接続配管の配管長を求める方
法について説明する。まず、熱源機Ａの熱源機側熱交換器３に存在する冷媒量は、熱源機
側熱交換器３の内容積に冷房運転時の適正冷媒密度（例えば、５００ｋｇ／ｍ3）を乗ず
ることで冷媒量が算出できる。そして、冷媒回路に封入されている冷媒量から熱源機側熱
交換器３に存在する冷媒量を差し引くことで、液冷媒が存在する第１の接続配管Ｃおよび
分岐配管Ｃｉに存在する冷媒量を求めることができる。
【００６８】
　次に、第１の接続配管Ｃの冷媒密度は液冷媒であるため、その温度から冷媒密度を推測
でき、先ほど求めた第１の接続配管Ｃおよび分岐配管Ｃｉに存在する冷媒量をその冷媒密
度で除することにより、第１の接続配管Ｃおよび分岐配管Ｃｉの内容積を求めることがで
きる。次に、算出された内容積を、それぞれの接続配管の断面積にて除することで、おお
よその配管長を推測することができる。
【００６９】
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　なお、配管長が予め把握されているのであれば、予め配管長の情報を入力するようにし
、上記の算出動作を省略しても良い。
【００７０】
［鉱油の動粘性係数］
　上記の特徴量に加え、旧冷媒に含まれる冷凍機油などの鉱油の動粘性係数を用いて洗浄
時間を決定しても良い。この場合、制御手段１１０には、予め、旧冷媒に含まれる冷凍機
油の動粘性係数と温度との関係の情報（例えば図４）と、冷凍機油の動粘性係数に応じた
、所定の配管長の配管内を洗浄するのに必要な洗浄時間と冷媒の質量流束との関係の情報
（例えば図３）が、冷媒状態ごとに記憶される。制御手段１００は、新冷媒の温度に基づ
いて冷凍機油などの鉱油の動粘性係数を求める。そして、この冷凍機油の動粘性係数、配
管長、新冷媒の質量流束および冷媒状態をパラメータとし、制御手段１１０に記憶された
情報に基づいて、洗浄運転による洗浄時間を決定する。
【００７１】
　なお、動粘性係数は鉱油の種類によって異なるため、鉱油の種類によって動粘性係数の
算出式を変更可能なように、熱源機Ａの制御基盤（制御手段１００）にディップスイッチ
などの選択手段を設けて選択できるようにしても良い。例えば、旧冷媒に含まれる冷凍機
油などの鉱油の種類ごとに、動粘性係数と温度との関係の情報を、予め制御手段１１０に
記憶させ、制御手段１００は、新冷媒の温度に基づいて、ディップスイッチなどにより選
択された鉱油の種類の動粘性係数を求めるようにしても良い。これにより、鉱油の種類に
応じた動粘性係数を算出することが可能となる。
【００７２】
　以上のように、機器の設置条件や、冷凍サイクルの運転状態から必要洗浄時間に影響す
る特徴量である質量流束、冷媒の状態、鉱油の動粘性係数および配管長を求めることがで
きる。特徴量をパラメータとした、洗浄運転時間を規定しておけば、機器の設置条件、運
転状態に応じて、必要洗浄時間が決定されるので、過度の洗浄運転を行う必要が無くなり
、短時間で洗浄運転を終了することができ、空気調和装置の更新を迅速に行うことができ
る。
【００７３】
　また、冷媒交換前のＣＦＣやＨＣＦＣを使った空気調和装置では、第１の接続配管Ｃ、
第１の接続配管のｉ番目の分岐配管Ｃｉは冷房運転でも暖房運転でも液冷媒単相状態もし
くは気液二相状態であり、ここには鉱油はあまりたくさん分布していない。一方、第２の
接続配管Ｄ、分岐配管Ｄｉは、冷房運転でも暖房運転でもガス単相状態であり、鉱油は液
膜状に管壁内部をガス冷媒に引きずられるように流れるため、ここには鉱油が多く分布す
る。したがって、前述のように洗浄運転の最初に第１の接続配管Ｃを上流に、第２の接続
配管Ｄを下流になるようにすることで、第２の接続配管Ｄ、分岐配管Ｄｉに多く分布して
いる鉱油を第１の接続配管Ｃ、分岐配管Ｃｉに混入させることなく、異物捕捉手段１３に
回収することができる。これにより、洗浄時間が短くできる上に、第１、第２の接続配管
Ｃ、Ｄに残留する鉱油の量を低減することができる。
【００７４】
（２）暖房時の洗浄運転の制御方法
　実施の形態１の空気調和装置の暖房時の洗浄運転の洗浄制御方法としては、ＣＦＣやＨ
ＣＦＣ等（旧冷媒）を使った冷媒回路（空気調和装置）の熱源機Ａおよび室内機ＢをＨＦ
Ｃ（新冷媒）を用いたものと置換し、さらにＨＦＣを追加充填した後、暖房運転を実施す
る。この洗浄運転の制御方法では、選択された室内機Ｂｉについて、図１の破線矢印のよ
うに、圧縮機１を駆動源として、冷媒を圧縮機１から第２の接続配管Ｄ、分岐配管Ｄｉへ
通し、利用側熱交換器６と絞り手段５を経て、分岐配管Ｃｉ、第１の接続配管Ｃに通し、
熱源機側熱交換器３を経てさらに異物捕捉手段１３とアキュムレータ８を経て圧縮機１へ
と流して洗浄する。さらに、同様の操作を他の組の室内機Ｂｉについて行う。
【００７５】
　上記のように、室内機Ｂｉが複数台並列接続された場合には、各室内機Ｂｉに分岐する
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分岐配管Ｃｉ、Ｄｉで、配管の合計断面積が増加するため、１つの室内機Ｂｉあたりの質
量流束が低下し、洗浄に十分な質量流束が確保されないということが発生し得る。
【００７６】
　そこで、各室内機Ｂｉのうち、接続配管径の各組から選択された室内機Ｂｉ以外の室内
機Ｂｉの絞り手段５ｉを閉止すると、選択された室内機Ｂｉの配管に冷媒が流れるので、
その室内機Ｂｉには十分な質量流束の冷媒が確保される。他の組の絞り手段５ｉについて
も同様に室内機Ｂｉごとに順次開弁していくことで、すべての室内機Ｂｉに洗浄に十分な
質量流束の冷媒が確保されることになり、第１の接続配管Ｃおよび第２の接続配管Ｄの鉱
油は十分に洗浄される。さらに、第１、第２の接続配管のｉ番目の分岐配管Ｃｉ、Ｄｉの
残留異物のばらつきも無くなり、洗浄時間も短くなる。
【００７７】
　この洗浄運転の制御方法では、第２の接続配管Ｄ、分岐配管Ｄｉ、分岐配管Ｃｉ、第１
の接続配管Ｃの順に冷媒を流して洗浄することになる。一般に、実施の形態１の図１に示
す空気調和装置では、第１の接続配管のｉ番目の分岐配管Ｃｉの方が第２の接続配管のｉ
番目の分岐配管Ｄｉより、また第１の接続配管Ｃの方が第２の接続配管Ｄよりも配管内径
が小さい。これは、冷房運転において第２の接続配管Ｄ、分岐配管Ｄｉでの摩擦損失の大
小は蒸発温度に関係し冷房能力への影響が大きいため可能な限り太くするのに対して、第
１の接続配管Ｃ、分岐配管Ｃｉでの摩擦損失は蒸発温度や凝縮温度へ直接与える影響はな
く、むしろここを流れる冷媒が液単相または気液二相であることから冷媒充填量を増加さ
せない観点から可能な限り細くするためである。
【００７８】
　既に説明したように、質量流束が高く動粘性係数が高いほど、洗浄効果は高いことが示
されている。また、暖房運転をすると、配管内径の細い第１の接続配管Ｃ、分岐配管Ｃｉ
では冷媒の質量流束が大きく、非常に高い洗浄効果が得られる。一方、第２の接続配管Ｄ
、分岐配管Ｄｉは配管内径が大きいため、冷媒の質量流束が小さいので、この点では洗浄
効果が小さい。しかしながら、この流れ方向では第２の接続配管Ｄ、分岐配管Ｄｉが第１
の接続配管Ｃ、分岐配管Ｃｉよりも上流にあり、冷媒の温度が高いため、鉱油の動粘性係
数が小さくなることで、冷媒に引きずられ易くなり、洗浄効果が高くなる。
【００７９】
　また、冷房時の洗浄運転の制御方法と同様に、機器の設置条件や、冷凍サイクルの運転
状態から必要洗浄時間に影響する特徴量である質量流束、冷媒の状態、鉱油の動粘性係数
および配管長を求めることができる。また上記冷房時と同様に、特徴量をパラメータとし
た、洗浄運転時間を規定しておけば、機器の設置条件、運転状態に応じて、必要洗浄時間
が決定されるので、過度の洗浄運転を行う必要が無くなり、短時間で洗浄運転を終了する
ことができ、空気調和装置の更新を迅速に行うことができる。
【００８０】
　以上のように本実施の形態においては、配管径、配管長、新冷媒の質量流束、新冷媒の
冷媒温度、新冷媒の冷媒圧力のうち少なくとも１つを含む特徴量に基づいて、洗浄運転に
よる洗浄時間を決定する。このため、空気調和装置の設置条件や運転状態に応じて、必要
洗浄時間を決定することができる。よって、過度の洗浄運転を行う必要が無くなり、短時
間で洗浄運転を終了することができ、空気調和装置の更新を迅速に行うことができる。し
たがって、接続配管などに残留している旧冷媒、並びに鉱油および鉱油劣化物を短時間で
分離・捕獲し、環境上問題のないとされる新冷媒に置換することができる。
【００８１】
　また、制御手段１００は、新冷媒の冷媒温度および冷媒圧力に基づいて当該新冷媒の冷
媒状態を推測し、単位時間当たりの冷媒循環量および接続配管の配管径に基づいて、新冷
媒の質量流束を求め、配管長、新冷媒の質量流束および冷媒状態をパラメータとし、制御
手段１１０に記憶された情報に基づいて、洗浄運転による洗浄時間を決定する。このため
、接続配管の配管長、洗浄運転時の質量流束、冷媒状態に応じて、必要洗浄時間を決定す
ることができる。よって、過度の洗浄運転を行う必要が無くなり、短時間で洗浄運転を終
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了することができ、空気調和装置の更新を迅速に行うことができる。
【００８２】
　また、新冷媒の温度に基づいて冷凍機油の動粘性係数を求め、冷凍機油の動粘性係数を
含む特徴量をパラメータとし洗浄運転による洗浄時間を決定する。このため、冷凍機油の
動粘性係数に応じて、必要洗浄時間を決定することができる。よって、過度の洗浄運転を
行う必要が無くなり、短時間で洗浄運転を終了することができ、空気調和装置の更新を迅
速に行うことができる。
【００８３】
　また、制御手段１００は、新冷媒の質量流束、冷媒状態、接続配管の配管長を推測する
。このため、空気調和装置の更新時にこれらの情報を入力する必要がなく、施工の省力化
が図れる。
【００８４】
　また、既設の空気調和装置の設置条件を機器の接続情報、および運転状態に応じて自動
的に推測することが可能となるため、機器更新時に設定する入力項目が少なくなり、施工
の省力化が図れる。
【００８５】
　また、空気調和装置の洗浄運転において、冷房または暖房の何れの運転であっても、適
切な洗浄時間により洗浄運転を行うことができる。
【００８６】
　また、制御手段１００は、洗浄運転において、利用側熱交換器６ｉから流出する新冷媒
が気液二相状態となるように、絞り手段５ｉの開度、利用側送風手段、または圧縮機１の
運転容量を制御する。このため、気相の冷媒による洗浄の場合に比べて、洗浄時間を短く
することができる。また、冷媒の温度を上昇させることにより洗浄能力を向上させること
ができる。
【符号の説明】
【００８７】
　Ａ　熱源機、Ｂ　室内機、Ｃ　第１の接続配管、Ｄ　第２の接続配管、Ｃｉ　分岐配管
、Ｄｉ　分岐配管、１　圧縮機、２　四方弁、３　熱源機側熱交換器、４　第１の操作弁
、５　絞り手段、６　利用側熱交換器、７　第２の操作弁、８　アキュムレータ、８ａ　
返油穴、９　油分離器、９ａ　バイパス路、１３　異物捕捉手段、２１　温度センサ、３
１　高圧圧力センサ、３２　低圧圧力センサ、１００　制御手段、１１０　記憶手段。



(16) JP 5063670 B2 2012.10.31

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】



(17) JP 5063670 B2 2012.10.31

10

20

フロントページの続き

(74)代理人  100160831
            弁理士　大谷　元
(72)発明者  田中　航祐
            東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　三菱電機株式会社内
(72)発明者  森本　修
            東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　三菱電機株式会社内
(72)発明者  岡野　博幸
            東京都千代田区丸の内二丁目７番３号　三菱電機株式会社内

    審査官  武内　俊之

(56)参考文献  特開２００３－１３９４４４（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－３５７３７７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－２８０７６３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－２２８３０６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－１２４４４６（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－１０１１２１（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００７－０６４５５８（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－１０７０１１（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｆ２５Ｂ　　４５／００　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

